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災害時等応急対策に関する基本協定を締結しました。
〈災害発生時の組織的な支援活動の迅速な確立のため〉

災害発生時において、迅速な被災状況の把握や円滑かつ的確な災害対応を図る

ためには、建設会社等（土木工事、機械設備、電気通信設備、コンサルタント等）

の協力が必要不可欠であるため、事前に協力体制を構築しておく必要があります。

当事務所では、災害発生時における建設会社等（土木工事、機械設備、電気通

信設備、コンサルタント等）の協力を得るため、令和７年２月１２日から一定の

参加資格を有する会社を広く公募し、今般、令和７年度佐賀河川事務所管内にお

ける災害時等応急対策に関する基本協定を、延べ６９社と締結しました。

記

１．災害時の応急対策工事協定締結業者 ：１２社

２．機械設備の災害時等応急対策業務協定締結業者 ：１８社

３．電気通信設備の災害時等応急対策工事協定締結業者： ３社

４．災害時の応急対策コンサルタント業務協定締結業者：３６社

※上記４については重複含む。

※協定締結式は開催しません。

【問合せ先】

国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所

技術副所長 原 和久 （内線２０４）

事業対策官 遠山 修平 （内線２０８）

電話：0952-41-8801（代表）FAX： 0952-41-8802（直通）



1 岡本建設株式会社 1 株式会社ＩＨＩインフラ建設　九州支店 1 朝日テクノ株式会社 1 朝日航洋株式会社　福岡支店

2 株式会社栗山建設 2 旭イノベックス株式会社 九州営業所 2 株式会社エスジー技術コンサルタント 2 アジア航測株式会社　福岡支店

3 株式会社上滝建設 3 株式会社荏原製作所　九州支社 3 九州技術開発株式会社 3 国際航業株式会社　佐賀営業所

4 株式会社大和建設 4 株式会社荏原電産　九州営業所 4 シマウチエンジニアリング株式会社 4 シマウチエンジニアリング株式会社

5 株式会社中野建設 5 株式会社カナデビアエンジニアリング 九州事業部 5 株式会社親和コンサルタント 5 第一復建株式会社

6 野中建設株式会社 6 株式会社協和製作所 6 株式会社トップコンサルタント 6 大成ジオテック株式会社

7 深町建設株式会社 7 （株）クボタ　九州支社 7 西日本総合コンサルタント株式会社 7 東亜建設技術株式会社

8 富士建設・東与賀建設（共） 8 クボタ環境エンジニアリング株式会社 九州支店 1 応用地質株式会社 8 中日本航空株式会社　福岡支店

9 松尾建設株式会社 9 株式会社田中鉄工所 2 川崎地質株式会社　九州支社 9 株式会社パスコ　佐賀支店

10 株式会社松永産業 10 株式会社電業社機械製作所　九州支店 3 基礎地盤コンサルタンツ株式会社　佐賀事務所 1 国際航業株式会社　佐賀営業所

11 牟田建設株式会社 11 株式会社酉島製作所　佐賀支店 4 九州技術開発株式会社 2 株式会社パスコ　佐賀支店

12 祐徳建設興業株式会社 12 西田鉄工株式会社 5 九州建設コンサルタント株式会社

13 西日本オートメーション株式会社 6 株式会社建設技術研究所 九州支社

14 株式会社乗富鉄工所 7 サンコーコンサルタント株式会社　九州支社

15 株式会社日立インダストリアルプロダクツ　西部支店 8 シマウチエンジニアリング株式会社

16 豊国工業株式会社　九州支店 9 第一復建株式会社

17 株式会社丸島アクアシステム　九州支店 10 大日本ダイヤコンサルタント株式会社 九州支社

18 株式会社ミゾタ 11 中央開発株式会社　九州支社

12 株式会社東京建設コンサルタント　九州支社

13 西日本技術開発株式会社

14 西日本総合コンサルタント株式会社

1 株式会社ケーネス　九州支店 15 日鉄鉱コンサルタント株式会社　九州本社

2 三球電機株式会社　佐賀支店 16 日本工営株式会社　福岡支店

3 ハタナカ電通株式会社 17 三井共同建設コンサルタント株式会社　九州支社

18 八千代エンジニヤリング株式会社　九州支店
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